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	スライド 1: 　日銀短観（6月調査）によると、日本の設備投資額（含む土地投資額）は、全規模・全産業は25年度に前年度比＋9.4％と大幅に増加したあと、26年度も同＋6.8％と高い伸びの計画となっている。26年度計画を業種別にみると、製造業では造船・重機、石油・石炭製品、金属製品や非鉄金属など、非製造業では鉱業・採石業、電気・ガス、不動産などで設備投資意欲が強くなっている。 　物価が上昇していることから、企業の設備投資スタンスの実態を把握するため、設備投資額（名目）を国内企業物価（CGPI）を使って実質化
	スライド 2
	スライド 3: 　日銀短観（6月調査）によると、日本の設備投資額（含む土地投資額）は、全規模・全産業は25年度に前年度比＋9.4％と大幅に増加したあと、26年度も同＋6.8％と高い伸びの計画となっている（左図）。26年度計画を業種別にみると、製造業では造船・重機、石油・石炭製品、金属製品や非鉄金属など、非製造業では鉱業・採石業、電気・ガス、不動産などで設備投資意欲が強くなっている（中央図）。 　物価が上昇していることから、企業の設備投資スタンスの実態を把握するため、設備投資額（名目）を国内企業物価（CGP

